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シンガポールの金融法制は、法律を一つずつ積み重ねる形で発展してきま
した。銀行法（Banking Act 1970）、保険法（Insurance Act 1966）、証券先
物法（Securities and Futures Act 2001、SFA）および金融アドバイザー法
（Financial Advisers Act 2001）は、それぞれ一つの業種を規制しています。
信託会社法（Trust Companies Act 2005）と決済サービス法（Payment
Services Act 2019、PSA）も同様であり、それぞれが独自のライセンス、独
自の行為規制および独自の執行規定を備えています。金融サービス・市場
法（Financial Services and Markets Act 2022、FSMA）は、これらの業種別の
法律の上位に位置し、シンガポール金融管理局（MAS）がそのすべてにわ
たって行使したいと考えた権限を定める横断的な法律として構想されまし
た。同法は2022年4月5日に議会で可決され、2023年以降、段階的に施行さ
れています。1

デジタルアセットにとって重要な規定は四つのグループに分かれます。第
一のグループは第9部で、シンガポールから事業を行いながらシンガポー
ル国外の顧客のみにサービスを提供するデジタルトークン・サービスプロ
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バイダー（DTSP）のためのライセンス制度を創設しています。この制度
は第K部第V章で検討し、後述の第III章で概要を説明します。第137条は、
個人またはパートナーシップが、シンガポール国内の事業所から、ライセ
ンスなしにシンガポール国外でデジタルトークン・サービスを提供する事
業を営むことを禁止しています。また、シンガポール法人については、シ
ンガポールからであると他の場所からであるとを問わず、そのような事業
を営むことを禁止しています。第136条は、デジタルトークンを、決済
サービス法第2条第1項に定めるデジタル・ペイメント・トークン、または
証券先物法に定める資本市場商品のデジタル表示と定義しています。2 第
137条第5項の適用除外により、同じ活動について業種別の法律に基づきす
でにライセンスを取得し、または適用除外を受けている者は、二つ目のラ
イセンスを必要としません。

第二のグループは、禁止命令を発する権限の統一です。2022年以前、MAS
は、不正行為が発生した業種を規律する法律に基づいてしか、ある者を金
融業界から締め出すことができませんでした。証券先物法に基づいて業務
を禁止されたファンドマネージャーが、理論上は決済サービス会社の取締
役として再び現れることもあり得たのです。金融サービス・市場法第7部
により、MASは、適格かつ適正でない者について、デジタル・ペイメン
ト・トークンのライセンス保有者を含むあらゆる規制対象金融機関におい
て、いかなる役割を果たすことも禁止できるようになりました。第三のグ
ループは、MASがすべての金融機関に対してテクノロジー・リスク管理の
要件を課し、違反に対して制裁を科すための法律上の根拠を与えるもので
す。これは、サイバーリスクが中心的なリスクである取引所やカストディ
アンにとって重要です。第四のグループは、マネーロンダリング防止およ
びテロ資金供与対策に関する権限を業種横断的に統一し、これらの事項に
関するMAS告示をあらゆる類型の金融機関に対して発するための法的根拠
を定めています。3
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MAS自身は、同法を「アンブレラ（傘）」と表現しています。この比喩
は、ある点では適切であり、別の点では誤解を招くものです。業種を問わ
ずすべての規制対象者を対象とする点では適切です。一方、同法が業種別
のライセンスに取って代わるわけではない点では誤解を招きます。デジタ
ル・ペイメント・トークン事業には引き続き決済サービス法に基づくライ
センスが必要であり、トークン化証券の取引所には引き続き証券先物法に
基づく認可が必要であり、トークンを保有する信託会社には引き続き信託
会社法に基づくライセンスが必要です。金融サービス・市場法は、権限の
層を一つ加え、国外向けのみのプロバイダーについては新たなライセンス
を一つ設けるものです。何かを取り去るものではありません。

注

Financial Services and Markets Act 2022 (Act 18 of 2022)。2022年4月5日に
議会で可決。告示により段階的に施行され、第一弾は2023年4月28
日、Part 9は2025年6月30日に施行。 ↩

Financial Services and Markets Act 2022, s. 137(1), (3), (5) and (6)（デジタル
トークン・サービスプロバイダーのライセンス、Securities and
Futures Act 2001、Financial Advisers Act 2001またはPayment Services Act
2019に基づくライセンス保有者の適用除外、罰則）およびs. 136(1)
（「digital token」、「digital payment token」および「digital token
service」の定義）。Singapore Statutes Online掲載の条文。 ↩

Financial Services and Markets Act 2022, Part 7（禁止命令）、Part 5（テ
クノロジー・リスク管理）およびPart 4（マネーロンダリング防止お
よびテロ資金供与対策）。 ↩
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Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.

Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.
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